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令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

※複数の駐車場を有する事業にあっては、駐車場ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

事　業　形　態

建設後（建替後）
の

経 過 年 数

0 施 設 名職 員 数

種 類

立 地 駅
桜井駅南口駐車場 ２６年
桜井駅北口駐車場 ２４年

桜井駅北口駐車場
　　　　平成８年４月１日

法適（全部適用・一部適用）
非適の区分

非適用 事業開始年月日

桜井駅南口駐車場
　　　　平成６年４月１日

桜井市駐車場整備事業経営戦略

団 体 名 ： 桜井市

事 業 名 ： 駐車場整備事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

桜井駅南口駐車場
桜井駅北口駐車場

届出駐車場 構 造 立体式

営 業 時 間 ２４時間

民間活用の状況

 ア　民間委託 駐車場運営管理業務及び保守業務

 イ　指定管理者制度 －

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ －

桜井駅北口駐車場
　　　　５，１４２．６８０㎡

駐車場使用面積 収 容 台 数
桜井駅南口駐車場　６２台
桜井駅北口駐車場１４０台

桜井駅南口駐車場
　　　　１，６０１．３１２㎡
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（２）料　金　形　態

（３）現在の経営状況

料金形態の考え方

【一時利用】
・最初の１時間２００円、以降１時間毎に１００円加算、８時間を超え２４時間まで１，０００
円

【使用料の免除】
・市内在住の障害者手帳の交付を受けた者に対し、使用料を免除する。

【使用料の減額】
・使用料を前払いする使用者に対し、使用料の１０分の４を減額する。
・市内宿泊施設利用者自ら運転する自動車に対し、使用料の１０分の６を減額する。
・桜井駅北口と関西国際空港間を運行するリムジンバス利用者が自ら運転し北口駐車
場に駐車する自動車に対し、使用料の２分の１を減額する。
・桜井駅北口を経由して五條と新宿間を運行する夜行高速バスの利用者が自ら運転し
北口駐車場に駐車する自動車に対し、使用料の２分の１を減額する。

・経営比較分析表（令和元年度決算）を用いた現状の分析について
①収益的収支比率（単位：％）
　収益的収支比率とは、使用料収入や一般会計からの繰入金等の総収益で、総費用に地方債償還金を加えた額を
どの程度賄えているかを示す指標であり、当該指標は単年度の収支が黒字であれば１００％を超えた値となる。な
お、本市においては一般会計からの繰入れは行っておらず、地方債償還金についても平成２７年度に償還が完了し
ている。
　南口駐車場における収益的収支比率については、平成３０年度より当該指標値が１００％を上回っており、黒字経営
へ転換している。
　北口駐車場における収益的収支比率については、当該指標値が１００％を下回っていることから赤字経営が続いて
いる。

②他会計補助金比率（単位：％）
　他会計補助金比率とは、人件費や支払利息等の費用が一般会計からの繰入金等によってどの程度賄われている
かを示す指標である。当該指標は、公営企業の独立採算制の観点から数値が低いことが望ましい。
　本市駐車場整備事業においては、一般会計からの繰入れは行っていないことから当該指標値は０となる。

③駐車台数一台当たりの他会計補助金額（単位：円）
　駐車台数一台当たりの他会計補助金額とは、駐車台数一台あたり、一般会計からの繰入金等がどれだけ支出され
ているかを表す指標である。当該指標は、公営企業の独立採算制の観点から数値が低いことが望ましい。
　本市駐車場整備事業においては、一般会計からの繰入れは行っていないことから当該指標値は０となる。

④売上高ＧＯＰ比率（単位：％）
　売上高ＧＯＰ比率とは営業利益（本市においては料金収入）に対する営業総利益（GOP）の割合であり、施設の営業
に関する収益性を示す指標である。なお、ＧＯＰとは営業収益（本市においては料金収入）から営業費用を除いたもの
である。当該指標は一般的に数値が高いことが望ましい。
　南口駐車場においては、平成３０年度より黒字経営へ転換しているため、当該指標値についてはマイナスからプラ
スへ転換しており、令和元年度では類似施設平均値を大きく上回っている。
　北口駐車場においては、赤字経営が続いているため、当該指標値についてはマイナスの値を推移しており、類似施
設平均値より低い水準となっている。

⑤ＥＢＩＴＤＡ（単位：千円）
　ＥＢＩＴＤＡとは営業利益と同様に、その経年の推移を見て、企業の収益が継続して成長しているかどうかを判断する
ための指標であり、キャッシュの利益（本市においては営業総利益）を示している。当該指標は一般的に数値が大き
いことが望ましい。
　南口駐車場においては、平成３０年度より黒字経営へ転換しているため、当該指標値についてはマイナスからプラ
スへ転換しているが、類似施設平均値を大きく下回っている。
　北口駐車場においては、赤字経営が続いているため、当該指標値についてはマイナスの値を推移しており、類似施
設平均値より低い水準となっている。

⑥有形固定資産減価償却率（単位：％）
　有形固定資産減価償却率とは、有形固定資産のうち土地以外の償却資産（建物や工作物等）の取得価格に対する
減価償却の割合であり、当該指標値が高いほど法定耐用年数に近い資産であることを示し、資産の取得からどの程
度老朽化が進んでいるかを把握することができる。ただし、地方公営企業法非適用事業については、資産という概念
が存在しないため、本市駐車場整備事業において当該指標は算出されない。
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⑧設備投資見込額（単位：千円）
　令和元年度時点では、桜井市駐車場施設長寿命化計画が策定されておらず、今後発生すると想定される設備投資
見込額が算出されていなかったため０としている。
　なお、本経営戦略策定時には投資・財政計画項目において、桜井市駐車場施設長寿命化計画をもとに設備投資見
込額の算出を行っている。

⑨累積欠損金比率（％）
　累積欠損金比率とは、営業収益に対する累積欠損金の状況を表す指標であり、一般的に数値が低いことが望まし
い。ただし、地方公営企業法非適用事業については、累積欠損金という概念が存在しないため、本市駐車場整備事
業において当該指標は算出されない。

⑩企業債残高対料金収入比率（％）
　企業債残高対料金収入比率とは料金収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標であ
る。当該指標は一般的に数値が低いことが望ましい。
　本市駐車場整備事業においては、平成２７年度に地方債の償還が完了しているため、当該指標値は０となる。

⑪稼働率
　稼働率とは収容台数に対する１日当たりの平均駐車台数の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指
標である。当該指標は一般的に数値が高いことが望ましい。
　両駐車場において平成３０年度に当該指標値が大幅に減少している。原因としては、平成２９年９月に駐車場の全
面機械化による２４時間営業に移行したことにより、一般利用者の増加を見込み平成３０年度より駐車場の定期利用
を中止したためと考えられる。

・過去の措置を踏まえた現在の経営状況について
　平成２９年９月より、利用者の利便性の向上と経費の削減を図るため全面機械化による２４時間営業に移行した。
　そこで、利用者が増加すると見込み、平成３０年４月より両駐車場の定期利用を中止したが、桜井駅周辺に安価な
民間駐車場が年々増加していることにより、利用者の増加につながらなかった。しかし、全面機械化により駐車場管
理委託費が大幅に削減できたため、南口駐車場においては平成３０年度以降黒字経営に転換している。
　また、令和元年１０月より観光振興施策を進めるため、市内宿泊施設利用者に対し使用料の減額措置を開始した結
果、北口駐車場においては赤字経営が続いているものの、令和２年１月に桜井駅北口に開業したホテルの宿泊者に
よる利用が増加している。
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

駐車場需要の見通し

・令和２年度の見通し
　桜井駅北口に開業したホテルの宿泊者により、北口駐車場の料金収入は増加したが、新型コロナウイルス感染症
拡大による移動制限の影響により、両駐車場の料金収入は減少する見通しである。

・令和３年度の見通し
　年度後半には、新型コロナウイルス感染症の影響が少なくなると考えられ、料金収入は令和元年度決算額に回復
すると想定したうえで、令和３年５月より再開を予定している南口駐車場の空きスペースを活用した定期利用による収
入見込み額を加算し、推計を行った。

・令和４年度以降の見通し
　令和４年度には新型コロナウイルス感染症拡大の影響がなくなると考えられ、料金収入は令和元年度決算額に、桜
井駅北口に開業したホテルの宿泊者による収入見込み額と南口駐車場の定期利用による収入見込み額を加算し、
推計を行った。

施設の見通し

　近年、本市においては人口減少や少子高齢化に伴い、中心市街地の衰退や駅前商業サービス機能の低下が生
じ、駅周辺施設の集客力が低下しているものの、近鉄・JR桜井駅利用者は日平均約１万人と高い水準であり、駅周辺
における民間駐車場が増加傾向にあることから駐車場需要は高いと考えられる。
　さらに、令和元年５月に桜井駅南口のエルト桜井２階がリニューアルオープンし、令和２年１月には桜井駅北口にホ
テルが開業するなど、駅周辺のまちづくりが進展していることから、今後も駐車場需要は増加していく傾向にあると考
えられる。

料金収入の見通し

　各施設の現状は下記のとおりとなる。
・南口駐車場
　建築年度　　　 平成６年
　経過年数　　　 ２６年
　施設の状況　　平成２３年度に防水改修工事を実施。
　　　　　　　　　　 耐火被覆の一部露出や鉄部の錆の進行など劣化した部位があることから、今後大規模な改修が必
                      要である。
                      消防用設備については年次点検を実施し、運営上緊急を要する設備についてはその都度修繕を
                      行っている。
・北口駐車場
　建築年度　　　 平成８年
　経過年数　　　 ２４年
　施設の状況　　建築より２４年経過しているが現在に至るまで改修を実施しておらず、大規模改修が必要な時期を
                      迎えている。
                      消防用設備については年次点検を実施し、運営上緊急を要する設備についてはその都度修繕を
                      行っている。
                      エレベーターについては日常点検を実施し、点検結果をもとに計画的な更新が必要となる。

　両施設ともに老朽化が進んでいることから、今後設備の改修・更新にかかる費用は増加し、駐車場経営に大きな負
担を与えることが想定されるため、桜井市駐車場施設長寿命化計画にもとづき、計画的かつ効率的な修繕を実施して
いくことを目標とする。
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料金収入の推移(千円)
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（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

組織の見通し

　平成２９年９月から全面機械化による２４時間営業に移行しており、今後も同様の体系で運営する予定である。

〇計画的な修繕の実施
　両駐車場施設ともに老朽化が進んでいることから、大規模改修が必要となるが、駐車場経営に大きな負担を与えな
いよう、計画的かつ効率的な修繕を実施し、駐車場施設の長期的な利用が可能となるよう努める。
〇安定した収入の確保
　現状の推移のまま駐車場料金収入が減少し続けると、駐車場経営に支障をきたす可能性があるため、両駐車場と
もに黒字経営へ転換できるよう収入の増加を目指す。
〇経費の削減
　将来にわたり安定した駐車場経営を目指し、光熱水費や維持管理費などの削減等を図る。

　北口駐車場の大規模改修に必要となる全体事業費は２０４，２３３千円（詳細設計委託費を含む）を見込んでおり、
優先順位を決定したうえで、下記のとおり事業費の平準化を行う。

　　　　　　　　　　　　　　事業費　　　　　　　　　　　修繕内容
　令和８年度　　　　２６，１７３千円　　　　　　　防水改修（屋上部）
　令和９年度　　　　５４，８０５千円　　　　　　　防水改修（外壁部）
　令和１０年度　　　５４，５７２千円　　　　　　　防水改修（各階層部）
　令和１１年度　　　４４，３７３千円　　　　　　　電気設備改修（消防用設備）
　令和１２年度　　　２４，３１０千円　　　　　　　機械設備改修（エレベーター）

目標値の算出根拠について
・令和３年度の料金収入については、令和元年度決算額に南口駐車場の定期利用再開（５月以降）による収入見込
み額を加算し算出した。
１３，７５１千円（令和元年度決算額）＋２，２００千円（定期利用による収入見込み額：２０台×１０千円×１１カ月）＝１
５，９５１千円

・令和４年度以降の料金収入については、令和元年度決算額に桜井駅北口に開業したホテルの宿泊者による見込み
額と南口駐車場の定期利用による収入見込み額を加算し算出した。
１３，７５１千円（令和元年度決算額）＋４，３８０千円（ホテルの宿泊者による収入見込み額：日平均３０台×４００円×
３６５日）＋２，４００千円（定期利用による収入見込み額）＝２０，５３１千円

　本市駐車場整備事業における投資以外の経費にかかる財源については料金収入の
みとなっているため、将来にわたって安定的に駐車場経営を継続していくために、料金
収入の増加を目標とする。
　なお、目標値は下記のとおりとする。

　令和２年度（決算見込み額）：９，５３８千円
　令和３年度：１５，９５１千円
　令和４年度以降：２０，５３１千円

目　　　　　標

目　　　　　標

　大規模改修については、北口駐車場を優先して実施することとし、防水改修が完了し
ている南口駐車場については、北口駐車場大規改修完了後に着手する予定としてい
る。

　北口駐車場の大規模改修の実施にあたっては、単年度ごとの費用負担を分散するた
め、事業費の平準化を行っている。なお、事業期間は、５年間を予定している。

5 / 7 ページ



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

・委託費について
　駐車場運営管理業務、駐車場機械警備業務、システム機器保守業務など、駐車場利用者への安定的なサービスの
提供に係る経費については必須の経費となり、今後とも現状維持を見込んでいる。
・光熱水費について
　北口駐車場の電力供給元を新電力事業者に切り替えたことにより、令和２年度の電気使用料が約１５％削減できる
ことを見込んでいる。
・賃借料について
　北口駐車場の管制機器が故障したことにより、新たな管制機器を導入する必要があるため、令和３年６月から５年
間賃借料が発生し支出が増加する見込みである。一方で、南口駐車場の防犯カメラ設備の賃借料については、令和
４年１０月に支払いが完了するため、支出が減少する見込みである。

・累積赤字について
　本市駐車場事業特別会計については平成１７年度に赤字へと転換し、それ以降毎年の赤字額を繰上充用金（※）で
補填しているが、平成２７年度に地方債の償還が完了したため、平成２８年度以降は黒字へと転換し累積赤字額は少
しづつ減少している。
　令和２年度決算時では累積赤字額が約１２１，６９３千円となる見込みであるが、駐車場事業にかかる料金収入が投
資・財政計画に記載のとおりの目標値で推移すると想定した場合、本経営戦略策定期間である１０年間（令和３年～
令和１２年）で約５９％削減することができ、累積赤字額は約５０，０１７千円となることを見込んでいる。
※繰上充用金：繰上充用とは、歳出に対して歳入が不足する場合、翌年度の歳入を繰り上げて当該年度の歳入に充
てることを言う。

委 託 料 変更の予定はない。

管 理 運 営 費 変更の予定はない。

職 員 給 与 費 変更の予定はない。

よ る 収 入 増 加 の 取 組

民 間 活 用 指定管理者制度等の導入の予定はない。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

実施の予定はない。
資 産 の 有 効 活 用 等 に

企 業 債 北口駐車場の大規模改修時には、企業債の借り入れを行う予定である。

繰 入 金 一般会計からの繰入れを行う予定はない。

駐車場の配置の適正化 駐車場配置(立地）について今後とも変更する見通しはない。

投 資 の 平 準 化 投資・財政計画（収支計画）に反映済である。

料 金 変更の予定はない。

利 用 者 増 加 に
向 け た 取 組

北口駐車場の定期利用についても、空きスペースの状況により再開を検討する。
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５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

公 営 企 業 と し て

経営戦略の事後検証、

事業の意義、提供する
　両駐車場施設は近鉄・JR桜井駅周辺に立地し、桜井駅利用者及び駅周辺施設の駐
車場として必要不可欠な施設となっており、駅周辺に発生しやすい路上駐車を抑制す
るための機能を有している。サービス自体の必要性

・市内在住の障害者手帳の交付を受けた者に使用料の免除措置を実施し、障害者の
社会参加を促している。
・市内宿泊施設利用者に使用料の減額措置を実施し、観光振興施策を推進している。
・パークアンドライド利用者に使用料の減額措置を実施し、公共交通の利便性の向上を
図っている。
　このような措置を講じているため、公営企業として継続して駐車場を運営する必要性
がある。

実 施 す る 必 要 性

　本経営戦略策定後は、投資・財政計画と毎年度の決算額の差異を確認し、大幅な乖
離が生じた場合は適宜修正を行うものとする。
　また、本市駐車場経営に大きな変化が生じるのは、令和８年度から実施する予定で
ある北口駐車場の大規模改修時と想定されることから、本経営戦略策定後から５年後
の令和７年度に見直しを行うものとする。

改 定 等 に 関 す る 事 項
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

1 (A) 15,733 13,751 11,810 15,951 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531

（１） (B) 15,733 13,751 9,538 15,951 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531

ア 15,733 13,751 9,538 15,951 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531

イ (C) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ウ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２） 0 0 2,272 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ア 0 0 2,272 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

イ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２ (D) 13,713 13,584 16,620 12,461 12,095 11,474 11,474 11,474 11,090 11,154 11,303 11,464 11,588

（１） 13,713 13,584 16,620 12,461 12,095 11,474 11,474 11,474 11,090 11,090 11,090 11,090 11,090

ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

イ 13,713 13,584 16,620 12,461 12,095 11,474 11,474 11,474 11,090 11,090 11,090 11,090 11,090

（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 64 213 374 498

ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 64 213 374 498

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

イ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３ (E) 2,020 167 △ 4,810 3,490 8,436 9,057 9,057 9,057 9,441 9,377 9,228 9,067 8,943

1 (F) 0 0 0 0 0 0 0 0 26,100 54,800 54,500 44,300 24,300

（１） 0 0 0 0 0 0 0 0 26,100 54,800 54,500 44,300 24,300

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（３） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（５） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（６） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（７） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２ (G) 0 0 0 0 0 0 0 0 26,173 54,805 54,572 47,601 34,326

（１） 0 0 0 0 0 0 0 0 26,173 54,805 54,572 44,373 24,310

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２） (H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,228 10,016

（３） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（５） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３ (I) 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 73 △ 5 △ 72 △ 3,301 △ 10,026

資

　

本

　

的

　

収

　

支

資

本

的

収

入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資

本

的

支

出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

　令和12年度

収

　

益

　

的

　

収

　

支

収

益

的

収

入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収

益

的

支

出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引

　令和11年度

(A)-(D)

本年度 　令和3年度 　令和4年度 　令和5年度 　令和6年度 　令和7年度 　令和8年度 　令和9年度 　令和10年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
　令和12年度　令和11年度本年度 　令和3年度 　令和4年度 　令和5年度 　令和6年度 　令和7年度 　令和8年度 　令和9年度 　令和10年度

(J) 2,020 167 △ 4,810 3,490 8,436 9,057 9,057 9,057 9,368 9,372 9,156 5,766 △ 1,083

(K) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 119,070 117,050 116,883 121,693 118,203 109,767 100,710 91,653 82,596 73,228 63,856 54,700 48,934

(N) △ 117,050 △ 116,883 △ 121,693 △ 118,203 △ 109,767 △ 100,710 △ 91,653 △ 82,596 △ 73,228 △ 63,856 △ 54,700 △ 48,934 △ 50,017

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(Q) △ 117,050 △ 116,883 △ 121,693 △ 118,203 △ 109,767 △ 100,710 △ 91,653 △ 82,596 △ 73,228 △ 63,856 △ 54,700 △ 48,934 △ 50,017
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 15,733 13,751 9,538 15,951 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531 20,531

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（T) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(U) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(V) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(W) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(X) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 26,100 80,900 132,172 166,455

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

　令和4年度 　令和5年度 　令和6年度

収 益 的 収 支 分

0 0 0

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率
((R)/(S)×100)

　令和7年度 　令和8年度 　令和9年度 　令和11年度 　令和12年度　令和3年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する

解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度

0
地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R) 0 0 0 0 0

△ 244

収益的収支比率（ ×100 ） 115 101 71 128 170 179 179 179 185 184 140 95

赤 字 比 率 （ ×100 ） △ 744 △ 850 △ 1,276 △ 741 △ 535

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

△ 266

182

0

　令和10年度

△ 491 △ 446 △ 402 △ 357 △ 311 △ 238

0 0 0
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